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平成 30 年度　茨城県流域下水道事業会計補正予算実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目 補正前の額 補　正　額 計 備　　　　　　　　考

１　資 本 的 収 入
千円

3,632,926
千円

80,000
千円

3,712,926
千円

１　国 庫 補 助 金 1,387,489 40,000 1,427,489

１　国 庫 補 助 金 1,387,489 40,000 1,427,489

２　企 業 債 1,582,700 20,000 1,602,700

１　企 業 債 1,582,700 20,000 1,602,700

３　負 担 金 602,240 20,000 622,240

１　建 設 負 担 金 602,240 20,000 622,240

収　　　　　入　　　　　合　　　　　計 3,632,926 80,000 3,712,926
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637　分担金及び負担金

6262

支　　　　　　　　出

款 項 目 補正前の額 補　正　額 計 備　　　　　　　　考

１　資 本 的 支 出
千円

5,923,384
千円

80,000
千円

6,003,384
千円

１　建 設 改 良 費 2,830,950 80,000 2,910,950

２　工 事 費 2,647,740 80,000 2,727,740

支　　　　　出　　　　　合　　　　　計 5,923,384 80,000 6,003,384



637　分担金及び負担金

6262

支　　　　　　　　出

款 項 目 補正前の額 補　正　額 計 備　　　　　　　　考

１　資 本 的 支 出
千円

5,923,384
千円

80,000
千円

6,003,384
千円

１　建 設 改 良 費 2,830,950 80,000 2,910,950

２　工 事 費 2,647,740 80,000 2,727,740

支　　　　　出　　　　　合　　　　　計 5,923,384 80,000 6,003,384
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平成 30 年度　茨城県流域下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）
（単位　千円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失）

　　　減価償却費

　　　資産減耗費

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　長期前受金戻入

　　　受取利息及び配当金

　　　支払利息

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　小計

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

　　　有形固定資産の売却による収入

　　　国庫補助金による収入

91,887

8,486,412

3,982

11,182

1,848

△ 6,859,574

△ 29

479,445

△ 65,619

　△ 333,499

1,816,035

29

　△ 479,445

1,336,619

△ 2,743,338

74

1,321,749
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657　分担金及び負担金

6464

　　　工事負担金による収入

　　　関連事業による収入

　　　基金積立による支出

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

576,148

55,972

　△ 150,686

△ 940,081

1,602,700

 △ 2,901,799

△ 1,299,099

△ 902,561

     2,341,787

1,439,226



657　分担金及び負担金

6464

　　　工事負担金による収入

　　　関連事業による収入

　　　基金積立による支出

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

576,148

55,972

　△ 150,686

△ 940,081

1,602,700

 △ 2,901,799

△ 1,299,099

△ 902,561

     2,341,787

1,439,226
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平成 30 年度　茨城県流域下水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 31 年 ３ 月 31 日 ）
（単位　千円）

資　　　産　　　の　　　部

	 1	 	 固 定 資 産

	 	 (1)	 有 形 固 定 資 産

	 	 	 イ	 土　　　　　　地	 	 	 11,026,480

	 	 	 ロ	 建　　　　　　物	 	 43,645,053

	 	 	 	 	 減価償却累計額	 	 △ 24,549,987	 19,095,066

	 	 	 ハ	 構 築 物	 	 236,369,942

	 	 	 	 	 減価償却累計額	 	 △ 113,114,337	 123,255,605

	 	 	 ニ	 機 械 及 び 装 置	 	 138,562,181

	 	 	 	 	 減価償却累計額	 	 △ 107,045,939	 31,516,242

	 	 	 ホ	 車両及び運搬具	 	 13,417

	 	 	 	 	 減価償却累計額	 	  　　△ 12,409	 1,008

	 	 	 ヘ	 工具器具及び備品	 	 928,914

	 	 	 	 	 減価償却累計額	 	    　△ 756,449	 172,465

	 	 	 ト	 建 設 仮 勘 定	 	 	 　　8,297,769

	 	 	 	 有形固定資産合計	 	 	 	 193,364,635

	 	 (2)	 無 形 固 定 資 産

	 	 	 イ	 電 話 加 入 権	 	 	   　　　　132

	 	 	 	 無形固定資産合計	 	 	 	 132

	 	 (3)	 投資その他の資産

	 	 	 イ	 基　　　　　　金	 	 	 2,938,852
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677　分担金及び負担金

6666

	 	 	 ロ	 そ の 他 投 資	 	 	    　　　　　9

	 	 	 	 投資その他の資産合計	 	 	 	  　　2,938,861

	 	 	 	 固 定 資 産 合 計	 	 	 	 	 196,303,628

	 ２	 流　　動　　資　　産

	 	 (1)	 現　金　・　預　金	 	 	 	 1,439,226

	 	 (2)	 未　　　収　　　金	 	 	 	 　　 1,794,819

	 	 	 	 流 動 資 産 合 計	 	 	 	 	  　　3,234,045

	 	 	 	 資 産 合 計	 	 	 	 	  　199,537,673

負　　　債　　　の　　　部

	 ３	 固　　定　　負　　債

	 	 (1)	 企　　　業　　　債

	 	 	 イ	 建設改良費等に	 	 	 24,107,197	 	 	 	 	 充 て た 企 業 債

	 	 	 ロ	 その他の企業債	 	 	  　　3,688,949

	 	 	 	 企　業　債　合　計	 	 	 	 27,796,146

	 	 (2)	 引　　　当　　　金

	 	 	 イ	 退職給付引当金	 	 	 103,255

	 	 	 ロ	 修 繕 引 当 金	 	 	 　　　  68,077

	 	 	 	 引　当　金　合　計	 	 	 	 　　　171,332

	 	 	 	 固 定 負 債 合 計	 	 	 	 	 27,967,478

	 ４	 流　　動　　負　　債

	 	 (1)	 企　　　業　　　債

	 	 	 イ	 建設改良費等に	 	 	 2,025,048	 	 	 	 	 充 て た 企 業 債

	 	 	 ロ	 その他の企業債	 	 	 　　　389,508



677　分担金及び負担金

6666

	 	 	 ロ	 そ の 他 投 資	 	 	    　　　　　9

	 	 	 	 投資その他の資産合計	 	 	 	  　　2,938,861

	 	 	 	 固 定 資 産 合 計	 	 	 	 	 196,303,628

	 ２	 流　　動　　資　　産

	 	 (1)	 現　金　・　預　金	 	 	 	 1,439,226

	 	 (2)	 未　　　収　　　金	 	 	 	 　　 1,794,819

	 	 	 	 流 動 資 産 合 計	 	 	 	 	  　　3,234,045

	 	 	 	 資 産 合 計	 	 	 	 	  　199,537,673

負　　　債　　　の　　　部

	 ３	 固　　定　　負　　債

	 	 (1)	 企　　　業　　　債

	 	 	 イ	 建設改良費等に	 	 	 24,107,197	 	 	 	 	 充 て た 企 業 債

	 	 	 ロ	 その他の企業債	 	 	  　　3,688,949

	 	 	 	 企　業　債　合　計	 	 	 	 27,796,146

	 	 (2)	 引　　　当　　　金

	 	 	 イ	 退職給付引当金	 	 	 103,255

	 	 	 ロ	 修 繕 引 当 金	 	 	 　　　  68,077

	 	 	 	 引　当　金　合　計	 	 	 	 　　　171,332

	 	 	 	 固 定 負 債 合 計	 	 	 	 	 27,967,478

	 ４	 流　　動　　負　　債

	 	 (1)	 企　　　業　　　債

	 	 	 イ	 建設改良費等に	 	 	 2,025,048	 	 	 	 	 充 て た 企 業 債

	 	 	 ロ	 その他の企業債	 	 	 　　　389,508
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	 	 	 	 企　業　債　合　計	 	 	 	 2,414,556

	 	 (2)	 未　　　払　　　金	 	 	 	 1,465,396

	 	 (3)	 引　　　当　　　金

	 	 	 イ	 賞 与 引 当 金	 	 	   　　　34,572

	 	 	 	 引　当　金　合　計	 	 	 	 34,572

	 	 (4)	 そ の 他 流 動 負 債	 	 	 	 　　　　　493

	 	 	 	 流 動 負 債 合 計	 	 	 	 	 3,915,017

	 ５	 繰　　延　　収　　益	 	 	 	 	 	 	 	

	 	 	 	 長　期　前　受　金	 	 	 	 346,424,960

	 	 	 	 収 益 化 累 計 額	 	 	 	 △ 203,328,774

	 	 	 	 繰 延 収 益 合 計	 	 	 	 	 　 143,096,186

	 	 	 	 負 債 合 計	 	 	 	 	  　174,978,681

資　　　本　　　の　　　部

	 ６	 資 本 金	 	 	 	 	 16,915,518

	 ７	 剰 余 金

	 	 (1)	 資　本　剰　余　金

	 	 	 イ	 国 庫 補 助 金	 	 	 5,939,194

	 	 	 ロ	 他 会 計 補 助 金	 	 	 53,067

	 	 	 ハ	 工 事 負 担 金	 	 	  　　1,393,250

	 	 	 	 資 本 剰 余 金 合 計	 	 	 	 7,385,511

	 	 (2)	 利　益　剰　余　金

	 	 	 イ	 当 年 度 未 処 分	 	 	 　　　257,963	 	 	 	 	 利 益 剰 余 金

	 	 	 	 利 益 剰 余 金 合 計	 	 	 	 　　　257,963
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697　分担金及び負担金

6868

	 	 	 	 剰　余　金　合　計	 	 	 	 	  　　7,643,474

	 	 	 	 資 本 合 計	 	 	 	 	       24,558,992

	 	 	 	 負 債 資 本 合 計	 	 	 	 	  　199,537,673



697　分担金及び負担金

6868

	 	 	 	 剰　余　金　合　計	 	 	 	 	  　　7,643,474

	 	 	 	 資 本 合 計	 	 	 	 	       24,558,992

	 	 	 	 負 債 資 本 合 計	 	 	 	 	  　199,537,673
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　　　　　項 限　　　度　　　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 額 

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 補　助　金 企　業　債 そ　の　他

（新規分）
霞ケ浦湖北流域下水道
工 事 請 負 契 約

千円

75,000 －

千円

－ 平成31年度

千円

75,000

           　　千円

45,800

千円

14,600

千円

14,600

那 珂 久 慈 流 域 下 水 道

工 事 請 負 契 約
25,000 － － 平成31年度 25,000 － 12,500 12,500

霞ケ浦水郷流域下水道

工 事 請 負 契 約
35,000 － － 平成31年度 35,000 12,500 11,200 11,300



717　分担金及び負担金

7070

注　　　　　　　　記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1)	 有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　定額法によっている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物	 8 ～ 50 年

　　　　　　構築物	 10 ～ 50 年

　　　　　　機械及び装置	 8 ～ 22 年

　　　　　　工具器具及び備品	 5 ～ 20 年

　　(2)	 無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　定額法によっている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　地上権	 5 年

　　(3)	 リース資産

　　　　リース取引開始日が平成 26 年３月 31 日以前のリース取引については，引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1)	 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　　(2)	 賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

　　(3)	 貸倒引当金

　　　　貸倒実績率等による回収可能性を検討し，不納欠損が見込まれる場合は，回収不能見込額を計上する。

　　(4)	 修繕引当金



717　分担金及び負担金

7070

注　　　　　　　　記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1)	 有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　定額法によっている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物	 8 ～ 50 年

　　　　　　構築物	 10 ～ 50 年

　　　　　　機械及び装置	 8 ～ 22 年

　　　　　　工具器具及び備品	 5 ～ 20 年

　　(2)	 無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　定額法によっている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　地上権	 5 年

　　(3)	 リース資産

　　　　リース取引開始日が平成 26 年３月 31 日以前のリース取引については，引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1)	 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　　(2)	 賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

　　(3)	 貸倒引当金

　　　　貸倒実績率等による回収可能性を検討し，不納欠損が見込まれる場合は，回収不能見込額を計上する。

　　(4)	 修繕引当金

71流域下水道事業

　　　　毎年度行われる通常の修繕が行われなかった場合において，当該修繕の必要性が確実に見込まれるときは，支出予定額を計上する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　予算の実施計画書等については，税込方式によっている。なお，財務諸表については税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表

　企業債の償還に係る他会計の負担

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は，17,635,798 千円

である。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　　単一の事業を運営しているため，セグメントは設けていない。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　２　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　１年内	 1,645,670 円

　　　　１年超	 1,645,670 円

　　　　　計	 3,291,340 円

Ⅴ　その他

　１　退職給付引当金の取崩し

　　　退職手当の期末要支給額を超過した 11,121 千円を取り崩す。

　２　新会計基準移行に係る経過措置

　　修繕引当金に関する経過措置

　　　　平成 26 年 3 月 31 日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩すこととする。


